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対外政策決定過程研究の新動向

- オ - ガ ニゼ ー シ ョナル ･ア プ ロー チ の位 置 づ け-

野 林 健

Ⅰ

対外政策決定過程の研究史を ｢行動科学｣の位相か

ら鳥撤するとき,我々はそこでの主流が ｢サイコロジ

カル ･アプローチ｣1)であることを知 るであろう｡ そ

れは,行動科学という学問自体が,元来,心理学にお

ける操作主義に影響を受けたものであることか ら し

て,また更には,対外政策決定過程の研究が他の分野

に比較して,より直接的な形で人間の決定行動に関心

を向けたものであることからして,きわめて自然な成

り行きではあった｡

このような研究発展の流れのなかに,1960年代末期

を契機として,｢新たな方法論の披｣ が対外政策決定

過程研究に押し寄せてきた｡筆者はこの新しい研究の

汲む 従来主流を占めてきた ｢サイコロジカル ･アプ

ローチ｣に対比させる意味で ｢オーガニゼ-ショナル

･アプローチ｣と呼ぶことができると考えている2㌔

この新しい方法論の波は,いまだ確立された統一モ

デルを持つには遠く及ばないが,現在までのところ,

その大要は以下の三点に要約することができるであろ

1)代表的なものを二つだけ挙げておく｡

HerbertC.Kelman,ed.,ZnieymlionalBehavior,

Holt,Rinebart& Winston,1965;JosephH.de

Rivera,ThePsychologicalDimensionofForeign

Policy,Char]esE.Merrill,1968.

2)｢オーガニゼ-ショナル･アプローチ｣は今後とも

発展させてゆくべきものと筆者自身は考えている｡

新たな研究視角を求める-試論として筆者は ｢日本

国際政治学会｣(1974年10月,於竜谷大学)において

以下の報告を行なったO ｢対外政策決定過程とリー

ダーシップ- 組織行動論による類型化- ｣この

報告の主旨は,幾つかの分析レベルを持つオーガニ

ゼーショナル ･アプローチに一定の整合性を与える

う｡(1)行政官僚機構の組織メカニズム,(2)行政官僚機

構が当該国の政治過程に及ぼす影響九 (3)行政府内の

政治過程,の三点である｡では,このような分析のレ

ベルは,どのような形でオーガニゼーション･セオリ

ーという,より広い研究視角のなかに位置づけること

ができるであろうか｡

まず第-のレベルは,行政官僚機横を ｢部分的合理

システム｣としてとらえる視角と ｢官僚制の病理｣を

論ずる視角が集約されたものといえるであろう3)｡ 第

二のレベルは,行政官僚機構とそれを取り巻く｢環境｣

とのあいだの相互作用を問題とする組織の ｢オープン

･システム論｣に集約されたものといえるであろう4)｡

そして算三のレベルは,行政府が持つ限られた組織資

源をめぐっての政治過程,つまり換言すれば ｢組織を

-つの政治システムとみる｣視角に集約させることが

できるであろう5)0

一つの契機として,行政府の首長の持つ組織行動

(オーガニゼ-ショナル ･リーダーシップ)という

視角があるのではないか,ということであった｡こ

のような視角の理論的背景については,たとえば以

下を参照のこと.富田民人 ｢リーダーシップ理論の

再構成｣組織学会編 『組織科学』第7巻第1号 (1973

辛),73-76頁｡佐藤慶事 ｢組織比較分析のための一

視点｣『現代社会学』第1巻第1号 (1974年),36-

51頁｡

3)参照,R.M.CyertandJ.G.March,A Behavi･

oralTheoryoflhePiym,Prentice-Hall,1963;An-

thonyDowns,InsideBuyeaucyacy,Little,Brown,

1968,ch.13.

4)参照,松本和良著 『組織変動の理論』学文社,1974

年,第7章｡佐藤慶事著 『現代組織の論理と行動』

御茶の水書房,1972年,欝8章｡

5)組織理論に精通しない読者はなぜ ｢官僚政治｣的

視角がオーガニゼ-ショナル ･アプローチに組み込
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すでに述べたように,筆者は,これらの視角を包摂

する用語として,これを仮に｢オーガニゼ-ショナル･

アプローチ｣と呼ぶわけであるが,ここで我々が留意

すべきことは,このアプローチは従来の諸アプローチ

からの完全な別離といった形で生み出されたものでは

ない,ということである｡筆者のいう ｢オーガニゼー

ショナル･アプローチ｣は,その出発の時点を一応1969

年に置いてはいるが6), すでにそれより以前からスナ

イダー･モデルのなかにはきわめて断片的,図式的に

ではあるが論じられている7㌔また,｢オーガニゼーシ

ョナル ･アプローチ｣は,従来,ロジャー･ヒルズマン

やリチャード･ヌイスタット等による｢政治過程論｣8)

や,細谷千博による ｢中堅層｣仮説9)によって論じら

まれるのか,という疑問を持たれるかも知れない｡

しかるに,マーチ,サイモン(1958年)のモデルには

すでにproblem･solving,persuation,bargainingと

ならんでpoliticsが組織における集団間コンフリク

トの型態を説明する概念として用いられていること

に留意されたい｡JamesG.MarcllandHerbertA.

Simon,Oygam'zalions,Wiley,1958,ch.5.また,

組織の政治システム論については以下に詳しい｡

AndrewM.Pettigrew,ThePoliticsofOrgam'Za-

1iomlDecision-Making,Tavistock,1973,ch.1,2;

FerrelHeady,PublicAdminisiralion:A Com -

クaraiivePerspective,Prentice-Hall,1966,ch.7(中

村陽一訳 『政治体系と官僚制』福村出版)｡

6)これはアリソン論文が世に出た年であるが,アー

ネスト･メイを中心としたハーグァ-ド大学での研

究グループは1966年の春からすでに研究活動を開始

していたという｡GrahamT.Allison,"Conceptual

ModelsandtheCubanMissileCrisis,"Ameri-

canPoh'iicalScienceReview,Vol.63,No.3(Sep-

tember,1969),pp.689718;Graham T.Allison,

EssenceofDecision,Little,Brown,1971,p.ix.

7)RichardC.Snyderetaleds.,ForeignPolicy

DecisionMaking, FreePress,1962,pp.87-137.

8)参照,Allison (1971),oP.Gil.,pp.147-162;

Robert∫.Art,"BureaucraticPoliticsandAmerican

ForeignPolicy:ACritique,"PolicySciences,Vol.

4,No.4(December,1973),pp.468-472.

9)Chihiro Hosoya,L<Twenty･fiveYearsAfter

PearlHarbor:ANewLookatJapan'sDecision

forWar,"inZmクerialJapan andAsia:AReas-

sessmenl,compiledbyGrantK.Goodman,Oc･

れてきた視角とも関連するものである｡そこで次に,

対外政策決定過程の方法論的原点ともいうべき,スナ

イダー･モデルと ｢オーガニゼ-ショナル ･アプロー

チ｣との関連を,対外政策決定過程の研究史という観

点から回顧してみたいOそしてそのあと,｢オーガニゼ

-ショナル ･アプローチ｣が現在までのところ示し得

た主要な研究業績を,さきに挙げた三つの視角に開通

して,概観してゆきたい｡

ⅠⅠ

対外政策決定過程についての行動科学的研究の多く

が ｢サイコロジカル ･アプローチ｣をとってきたとい

うことは,オーガニゼ-ショナルな側面が分析の視角

から全く欠落していたということではなかった｡その

ことは,スナイダー･モデルが,政策決定過程におけ

る ｢組織的コンテクスト｣(organizationalcontext10))

を重視していたことからも理解し得る｡特に,モデル

のなかで ｢権限の領域｣(spheresofcompetence)と呼

ばれたものは,｢組織目標の達成に必要不可欠な政策決

定者の活動の給体｣11)であると観念されたものであり,

そこに我々は,スナイダー･モデルにおけるオーガニ

ゼ-ショナルな関心への強さを十分知ることができる

はずである｡ しかし, このモデルが発表 された時点

(1954年)においては,オーガニゼーション･セオリー

自体がいまだ創成期にあり,また,従来の政弟決定研

究の中心がアーサー･ベントレーやデーヴィド･トル

ーマンの流れを汲む,いわゆるグループ ･ボl)ティク

ス的なアプローチであったために,スナイダー･モデ

ルは,政治学的伝統になじまない新奇な枠組にすぎな

いとの批判を受けたのであった｡当初,スナイダー自

身は政策決定の一般理論を目指していたといわれるが,

彼は ｢組織的コンテクスト｣論を核とした一般理論を

意図していたのではないか｡それは,彼自身がパーソ

ンズの社会体系論を導入して組織過程の分析を重点的

に志向していたことからも推察することができる12).

しかし, このような彼の着眼点 は, ベントレー流の

casionalPapersoftheEastAsian Institute,Co-

lumbiaUniversity,1967.細谷千博教授の組織分析

的視角は以下の論文に詳 しいo Chihiro Hosoya,

"CharacteristicsoftheForeignPolicyDecision-

MakingSystem inJapan,"WorldPolitics,Vol.

26,No.3(April,1974),pp.354-369.

10)Snydereidl.op.cu.

ll)hid.,p.106.

12)Ibid.,pp.1771185.



政治過程論に慣れ親しんできた政治学者の心をつかむ

ことができず,従って,彼らから,スナイダー･モデ

ルは国内環境の把握が不十分との批判がなされたので

あったOまた,国際環境や国家間の相互作用に関して

ち,スナイダー･モデル自体きわめて一般的な説明に

終始し,単なる変数の羅列であるとの批判が国際政治

学者からなされたのであった13㌔ このようにして,ス

ナイダー･モデルは他の多くのパイオニア的業絵と同

じように,多くの批判を浴びつつ,その使命を終えた

のであった｡結局,スナイダー･モデル以後の諸研究

は,ペイジの朝鮮決定研究や同モデルの一部修正とい

った動き14)を除いては,もっぱらスナイダー･モデル

が十分掘り下げることをしなかった部分に対し,より

個別的な関心を向けてきたといえる｡それはスナイダ

ー･モデル自体が一種のグランド.セオリー的なもの

であり,従って,それを具体的な形に操作化する作業

がそれ以後の研究者にゆだねられたということは,い

わば自然な成り行きであったといえるであろう｡

ⅠⅠⅠ

さて,聾者はさきに ｢フミ~-ガニゼ-ショナル ･アプ

ローチ｣を三つの視角に絞って論じたが,第一の視点

は主としてグレアム･アリソンの組織過程論15)に,第

二の視点はフランシス･ルークの官僚制行動論16)に,

そして第三の視点はグレアム･アリソン,モートン･

ハルペリンの官僚政治論17)にそれぞれ該当する｡また,

以上三つのうち,節-,第三の視点はそれぞれ明示的

なモデル (組織過程モデルと官僚政治モデル)として

提示されているのに対し,弗二の視点は,モデル論と

いうよりはアメリカの政治過程との関連で叙述された

13)スナイダー･モデルに対する一連の批判について

は,たとえば以下を参照のこと｡HerbertMcClosky,

"ConcerningS仕ategiesforaScienceoflnter-

nationalPolitics,"Zb弦,pp.186-205.関寛治 ｢国

際システムの構造変動と政策決定過程(上)J『国際問

題』1972年4月号,2-14頁｡

14)GlennD.Paige,TheKoreanDecision,Free

Press,1969(関寛治監訳 『アメリカと朝鮮戦争』サ

イマル出版会);JamesA.RobinsonlandRichard

C.Snyder,"Decision-Makingin lnternatiollal

Politics,"inKelman,oP.C紙,pp.435-463.

15)Allison,oP.cii.,pp.67-100.

16)FrancisE.Rourke,BIWeauCraCy andFo7′eigli

Policy,TheJohnsHopkinsUniv.Press,1972.
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ものである｡このような観点からすれば,これら三つ

の視点は理論性という点では決して同質的なものとし

てはとらえることのできないものであるが,同時にル

ークの視点には,アメリカについての各論という性格

とともに,一般化への志向も十分みられる18)｡そこで,

以下, これら三つの視点を概観し,｢オーガニゼーシ

ョナル ･アプローチ｣についての基本的な考え方につ

いて述べたいと思う｡ただしその際には,前述の三視

角のうち,すでに多く論じられている第三の視角,つま

り ｢官僚政治モデル｣自体の説明については割愛した

い19).そしてそのかわりに,同モデルの派生モデル的

な性格を持つ,アレクサンダー･ジョージの研究20)を

取り挙げてみたい｡なお,この処置は本稿がもっぱら

研究動向の紹介を主眼としたものであることからとら

17)Allison,oP.cii.,pp.144-184;MortonH.Hall

perin,BuyeaucyalicPoliticsandForeignPolicy,

Brookingslnstitution,1974.

なあ 付言するならば,筆者は "Bureaucratic

Politics"を ｢官僚政治｣ という日本語に直訳する

ことには必ずしも同意しない｡なぜならば,アリソ

ン達のいう〃BureaucraticPolitics"紘,その日本

語訳が持つ通常の語感とは必ずしも一致しないから

である｡むしろ訳語としては｢政府内政治｣とか｢行

政府政治｣といったものを用いる方がよいのではな

かろうか｡アリソンもEsselWeOfDecision(1971)で

は"governmental(bureallCratic)politicsparadigm"

という用法をしているOただし本稿ではすでに定着

した感のある ｢官僚政治｣という表現を踏塑してい

るOなお,日本語訳に関する問題については,平野

健一郎先生より御教示を得た｡

18)ルークの枠組は以下に詳しい. FrancisE.Ro･

urke,Bureaucracy,Politics,alidPublicPolicy,

Little,Brown,1969.

19)参偲,進藤栄一 ｢官僚政治モデル- その特質と

評価- ｣『国際政治のアプローチ』(季刊,日本国

際政治学会編 『国際政治』50号,1973年),46-65頁｡

Art,oP.cii/Hosoya(1974),oP.oil.

20)AlexanderL.George,"TheCaseforMultiple

AdvocasyinMakingForeignPolicy,"A m erican

PolilicalScienceReview,Vol.66,No.3(Septem･

ber,1972),pp.751-795.なお同研究の応用例につ

いては本誌揚載(『同志社アメリカ研究』11号,1975

年)の拙稿 ｢対外政策決定過程の類型学的考察｣を

参偲されたい｡
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れたものであり, ｢オーガニゼ-ショナル ･アプロー

チ｣自体の有効性については機会を改めて述べたいと

思う｡

(1) グレアム･アリソンの ｢組織過程モデル｣

組織過程モデルの基本は,行政府の政策決定行動を

合理的行為者21)(RationalActor)とみるのではなく,

ゆるやかに結合された一群の行政単位諸組織が生み出

すアウトプット (governmentalactionasorganiza-

tionaloutput)として解されるべきである,というこ

とである｡

ア))ソンのこのモデルには,サイアート,マーチの

『企業の行動理論』22)の枠組が色濃く反映している｡

周知のように,サイアート,マーチの研究は,古典経

済学が想定するところの企業行動諭,すなわち,企業

を完全合理性を持った行動体とみなす考え方に対する

アンチ･テーゼとして評価される｡彼等は ｢不完全競

争｣のもとでの企業行動を部分合理性の観点から説明

したのであった｡

アリソンのモデルには複雑な定義が数多く述べられ

ているが,｢オーガニゼーショナル･アウトプット｣と

しての政府行動は,サイアート,マーチのいう以下の

四点に集約することができるであろう23)0

まず第一点は,｢コンフリクトの疑似的解決｣(quasi.

resolutionofconflict)である｡すなわち,巨大組織

としての行政官僚機構には,たとえ目指すべき全体目

標 24つについての漠然とした合意があるとしても,具体

的な政策目標 ･手段ということになると,各単位組紙

の個別利益が噴出してくる｡従って,行政府内に組織

利益の対立があることはきわめて一般的な傾向であり,

それらを完全に解消することは到底不可能である｡そ

こで各単位組織は,自己に関連ある個別問題の合理性

(localrationality)のみに注意を向け,全体的な視野

21)アリソンのいう ｢合理的行為者モデル｣を意味す

ることはいうまでもないoAllison,oP.cit.,pp.10-

38.

22)CyertandMa1･Ch,oP.cii.

23)アリソンの用法については以下を参照｡ Allisoll,

oP.cii.,pp.81-85.

24)たとえば,きわめて一般的な意味での ｢国家安全

保障についての利益｣が挙げられる｡第二次大戦後

のアメリカの当該利益については以下を参臓 のこ

と｡Graham T.Allison,"Coolit:TheForeign

PolicyofYoungAmerica,"Foreig18Policy,No.

1(Winter,1970-71),pp.144-160.

からみて当該組織の行動が合理的か否かは敢えて問わ

ない態度をとるのである｡また,政策決定に瞭し,完

全合理性の追求という形の ｢最適化｣を求めず,関連

諸部門が一定の水準でお互いに決定を容認する法RTl

(acceptableleveldecisionrule)に従うことや,多面

的な問題を共時的に解臥していこうとせず,解決の課

題を一つづつ処理してゆく方法 (seqtlentialattention

togoals)が,巨大組織の実際的な ｢コンフリクトの

解決法｣となる｡

館二点は,｢不確定性の回避｣(uncertaintyavoidance)

である｡行政官僚機構を取り巻く ｢環境｣は実に複雑

且つ流動的な場合が多いであろうが,そのような状況

のもとでは,行政官僚機構はできるだけ長期予測をも

とに行動することを避け,専ら,解決見通しのある当

面の問題解決を優先させる｡

欝三点は,｢問題に誘導 された探索｣(problemistic

search)である｡行政官僚機構はみずから積極的に課

題解決を志向するというよりは,問題が現実に発生し

た時点で始めて決定行動へと動機づけられる｡しかも

その決定行動は単純なもの (simple･minded)であっ

て,新しい問題解決の方法は従来の解決法の近辺にま

でしか探索されない｡このような行動様式は,結局,

イノベーティブな代替案を生み出すことを妨げること

になる｡

節四点は,｢組織学習｣(organizationallearning)が

決定過程に発生し得る,ということである｡巨大組織

は元来, 安全志向的, 単純志向的ではあるが, 全く

積極性を欠いた単なる反復機構ではあり得ない｡従来

の方法ではどうしても取り扱うことのできない問題が

発生した時,はじめてその組織には新たな問題解決へ

の姿勢が生み出される｡しかしまた,そのような変革

への志向も結局は標準的な組織メカニズムのなかに同

化されてゆく｡結局のところ,行政官僚機構に大きな

変化が発生する余地は予算の大幅な変更ないしは突発

的な事態による刺激以外には期待できないといえる｡

以上がアリソンの ｢組織過程モデル｣でいう ｢オー

ガニゼ-ショナル ･アウトプット｣についての概観で

ある｡同モデルは,要するに,以上のような性格を持つ

アウトプットが政府行動を構成する,と主張するわけ

であるが,そこには明らかに ｢官僚政治モデル｣の場

合と同様に,合理的な選択としての政府行動に対する

アンチ･テーゼが強く主張されている｡

さて,このような視角を,組織効率25)という観点か

25)参照,JamesL.Price,01･ganizalionulEHeciiv8-

11eSS,Inwin,1968.



ら数行してみれば次のようになるであろ う｡すなわ

ち,複数の行政単位からなる巨大組織としての行政官

僚機構は,各単位組織の持つ ｢標準作業手続き｣に従

って機能する時,最も効率的に機能する｡しかし同時

に,それはルーチン化された ｢標準作業手続き｣に該

当しない問題が発生した時,組織は問題を有効に解決

する能力を有しないことをも意味している｡かくして

組織は,その有効性を維持するために ｢標準作業手続

き｣に依存する一方で,イノベ-ティプな問題解決が

必要とされる重大な時期にみずからの有効性を低下さ

せてゆくのである｡

アリソンがサイアート,マーチのアサンプションを

対外政策の決定に参画する行政官僚機構の行動分析に

導入したことは高く評価されるべきであるO彼の問題

提起によって,個人としての政策決定者ないしはその

集合体としての決定単位 (スナイダー･モデル)を主

たる分析対象としてきた従来の研究関心を官僚制レベ

ルにまで拡大することの必要性が広く認識され始めた

のであった｡

しかし, このようなアリソンの試みも発表当初は修

正,補完されるべき点が多かった｡最も基本的な点は,

彼の提示した三つのモデルの個別的特徴を強調するあ

まり,第二の組織過程モデルと第三の官僚政治モデル

とがあたかも全く独立したものであるかの如く取り扱

われている点であった｡例えば,官僚政治モデルでい

う ｢バーゲニング｣は,各政策決定者の個人的主張 ･

利害にもとづく場合もあれば,彼が属する組織からの

圧力なり慣性の所産である場合もあるはずである｡ま

た,官僚機構のルーチン化志向といえども, トップ ･

リーダー (例えば大統領や首相)のリーダーシップ如

何によっては,その機能の幅なり質もある一定の影響

を受けるはずである｡もっとも,この点については,

アリソン自身も修正を試み,両モデルの相互補完性を

意図した(1972年26))｡そしてそののちも,1974年にモ

ートン･-ルペリンの研究が刊行されたことによって,

｢組織過程モデル｣ は ｢官僚政治モデル｣との関連性

をより一層与えられることとなった27)0

26)Grallam T.AllisonandMortonH.Halperin,

"BureaucraticPolitics:A Paradigm andSome

PolicyImplications,"WorldPolitics,γol.24,No.

1(Spring,1972),pp.40-80,Supplement.特に p.

40の補注に著者自身によってその意図は述べられて

いる｡

27)Halperin,oP.cii.ハルペリンは特に組織利益(or-
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(2) フランシス･ルークの官僚制行動論

ルークの論点は1972年に出版された 『官僚制と外交

政策』28)に示されている｡それは,官僚機構がアメリ

カの対外政策定過程に及ぼす影響力 (bureaucratic

power) について述べたものであるが,そこでの枠組

はすでに前著29)において,より理論的な形で述べられ

たものである｡

さてルークは,同書のなかで,行政官僚機構が政治

的エ1)-トとどのよ うな コミュニケ-ションを行な

い,また一般大衆からの支持を獲得すべくどのような

行動をとるか,そして更には,官僚制がどのような手

段をとおして政策決定に影響を及ぼすかを論 じてい

る｡すなわち,官僚制はそれが持つ専門能力 ･情報収

集能力といった独自の影響力の源泉をとおして政策決

定者の持つオプションの幅を制約すること,また,た

とえ政策決定過程に強い影響力を及ぼし得なくとも,

決定の実施過程において官僚制はその影響力を行使し

得る能力と機会を十分持つものとされる｡

このような彼の議論を敷術するならば,ルークにと

って官僚制は原理的に二つの側面を持った有機体には

かならない.すなわち,一つは官僚制の合理的側面で

あり,他方は官僚制の病理的側面である｡

現代の複雑な社会構造からすれば,専門化された分

業組織システムはそれ自体一種の必然である｡特に,

アメリカのような価値の多元性を重んずる社会におい

ては,社会各層の利益を反映し,それを専門的能力を

とおして調整する一つの ｢社会的な場｣として,官僚

制は議会と並んで重要な社会的機能を果たす機構であ

る｡しかし同時に,その専門性,分権性,更には匿名

性の故に,本来,合理的存在としてナショナル ･イン

タレストを追求することが期待されている官僚制は,

ともすれば無自覚のうちにオーガニゼ-ショナル ･イ

ンタレストと寅のナショナル･インタレストとを混同

する傾向を内包するのである｡

このようなルークの指摘は,従来から国内行政につ

いてはなされてきたが,ルークの研究は対外政策に関

して論じた点できわめてユニークなものであったとい

ganizationalinterests)という章を設けているO ま

た 13,14,15の各章では政策の実施 (implementa-

tion)にも特に論及している｡ これらは,アリソン

の第2,第3の両モデルに一定の有機的関連を与え

ようとしている証左といえよう｡

28)Rourke(1972),oP.cii.

29)Rourke(1969),oP.I;it.
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える｡とりわけ,官僚制の病理的行動様式を単に静的

に叙述するにとどまらず,官僚制が自己の影響力を行

使するためにアメリカにおける政治過程の諸部門-

大統領府,議会,報道機関,世論等- に対してどの

ような方法,チャネル,意識をとおして行動するかが,

ルークによって鮮明に描き出されている.このような

ルークの研究枠組をケース･スタディに適用した研究

30)が彼の指導のもとにすでに出版されているが,この

ようなケース･スタディの積み重ねとともに,官僚制

の国際比較研究も今後,W待されるものの一つであろう｡

そして,この種の研究が行政府首長の比較研究といっ

たものとインテグレートされてゆく方向のなかに,お

のずと対外政策決定過程研究の渦の広がりが生み出さ

れてゆくに違いない｡

(a) アレクサンダー･ジョージの ｢多元的提言システ

ム論｣

ジョージの多元的システム論は ｢官僚政治モデル｣

の部分的,派生的モデルということができる｡｢官僚政

治モデル｣の分析ユニットは,相異なる利益と影響力

を持つ政府構成員 (これをプレーヤーと呼ぶ)が一定

の経路に従って行なうバーゲニングと観念されるとこ

ろのものである31㌔

これら官僚政治の主体たるプレヤーは行政府内のヒ

エラルヒ一にそれぞれの地位を持つが,いまこれを,

アメリカの政策決定システムに即していえば,大統領

(チーフ)を頂点とした一連のシニア･プレーヤー (主

として大統領によって任命される者)と,彼らシニア

一･プレーヤーの下に連なるジュニア･プレーヤーが

主たる政府内ゲームの参加者ということになる｡ジョ

ージのモデルは,その視角を大統領と彼の下に連なる

一連のアドバイザ-逮 (彼らはいうまでもなくシニア

･プレーヤーである)との関係に絞ったものであるが,

このような視角の設定は,行政府の首長が他のプレー

ヤー達に比較して特に大きな権力を持つアメリカの政

策決定システムを考察するうえできわめて有効なもの

といえる｡

さて,ジョージのモデルは,みずから処方釜的理論

(PrescriptiveTheory)と呼ぶように,政策科学的色

彩を備えたものである｡また,彼が提起する多元的提

言システムは,高度に集権化されたニクソン政権の決

定システムへの批判から生れたものであるO

30)DavisH.Davis,How ikeBureaucracyMakes

ForeignPolicy,Lexington,1972.

31)Allison,oP.cii.,pp.162-164.

彼はまずなによりも,各種の意見が政策決定に反映

する多元的な欽定システムを志向する.しかし,決定

の過程に多くのプレーヤーが無原則に参画することは,

ともすれば官僚政治の弊害を触発しがちであることか

ら,ある秩序だった決定システムが必要である,とす

るOそして彼は,この問題を大統領レベルにおける駄

定に焦点を合せて,特に組織管理 (Management)の,

観点から論ずるのである｡

ジョージによれば,大統領レベルにおける決定の合

理性を左右する要因の一つは,大統領と彼のアドバイ

ザー･グループとのあいだのコミュニケーション･チ

ャネルの型態である｡なぜならば,それが多角的なも

のであればあるほど,より幅の広いオプションが大統

領の手元に確保される可能性が増大するからである｡

そして,このコミュニケーションのチャネルを効果的

に作動させる管理者的役割こそ,大統領特別補佐官の､

任務である,とジョージは主張するのである｡彼自身

は決定過程における ｢合理性｣について特別の定義を

行なってはいないが,論文の論調から察して ｢正確な

情報にもとづく冷静な状況判断と柔軟な対応姿勢｣と

でもいうべきものであろう｡彼はいう,キューバ ･ビ

ッグス湾進攻決定然り, ドミニカ共和国への派兵決定

然り,これらは,大統領が単一のコミュニケーション

･チャネルに依存したためにオーバーコミットメント

なオプションが採択された典型的なケースである,と｡

しかも,両快走の場合,大統領のもとに提出された勧

告案は単数のオプションではあったか,それは決して

当初からアドバイザー･グループのなかで完全な合意

が存在していたというわけではなかった｡シュレジン

ガー補佐官(ビッグス湾進攻決定)然り,バンディ補佐

官(ドミニカ派兵決定)然り,両者は,最終的に大統儀

に提出されたオプションとは異なる意見を持っていた

にもかかわらず,それらは大統領のもとに連すること

がなかった｡彼らの反対意見を耳にすることなく,大

統領は提出されたオプションがアドバイザー達の強い

合意にもとずいたものと誤認し,それに全面的承許を

与えたのであった｡では,何故,そのようなミス･コミ

ュニケーションが大統領とアドバイザー達とのあいだ

に生じたのであろうかOジョージはこの点を特に大統

領を取り巻くアドバイザー達のあいだの官僚政治の徽

能不全として,九個の仮説によって説明を行なってい

る｡全部の仮説をここで紹介することは省略するが,

要は,大統債が好むであろうオプションのみを提出し

ておきたいというアドバイザー達の自己防衛心理,問

題に最も関係のある組織部門への過度の依存,できる



だけ茸任を個人としてではなく集団として負いたいと

いう集団思考等がこれらの機能不全を決定システムに

生み出した,とジョージはいうのである｡

ジョージのこの研究は,政策決定過程の理論的研究

に大きな示唆を与えるものである｡それは,第一に,

さきに述べた大統領レベルにおける決定システムの機

能不全を官僚政治という観点から,しかも分析視角を

コミュニケーション･チャネルに特定化して分析を試

みた点で意義のあるものといえる｡第二に,ジョージ

が仮説の説明に用いた九個のケースは,軍事的エスカ

レーションや軍事介入に関する決定であるという点で

ある｡従来,官僚政治の研究は,アリソンのキューバ

危機研究を除いては,大統儀が主導権を趣る傾向の強

い軍事行動に関する重大決定というよりは,時間的に

もながく,また,より政治的,組織的な利害が噴出す

る傾向の強い決定を対象とすることが多かった (例え

ば,ヌイスタットの ｢スカイボルト｣やハルペリンの

｢ABM採用｣決定に関する研究32))｡これは,｢官僚

政治モデル｣がプレーヤー間の ｢押したり引いたり｣

の過程を分析するのに特に説明力を発揮することから

もきわめて自然なことではある｡そのようななかで,

ジョージが,従来,ラショナル ･ポリシー的観点から

論じられることの多かった軍事行動に関する決定につ

いても,｢官僚政治モデル｣が一定の説明力を有する

ことを明らかにした点は十分評価されるべきである0

時に,官僚政治の機能不全が軍事的諸決定の具体的ア

ウトカム (エスカレーション等)とどのように関連す

るのかについて論じている点は,政策決定の過程とア

ウトカムとの関連性を考察するうえに,大きな示唆を

与えるものといえる｡

このように,ジョージの多元的提言システム論は,

従来,きわめて包括的な形で提起されてきた ｢官僚政

治モデル｣を特定の変数に即して,より微視的に論じ

た点で興味深い｡しかし同時に,彼の論点は1972年論

文にみる限り,-つの変数のみに限定されたものであ

り,今後の研究としては,コミュニケーション･チャ

ネル以外の変数をも含めた,より広い分析視角を持っ

32)RichardE.Neustadt,AlliancePolitics,Columbia

UniversityPress,1970;Halperin,oP･oii･
いうまでもなく,この論点は官僚政治モデルが果

してどのような説明力を持つかという問題に関連し

ている.この点については,以下の論文を参腰のこ

と｡進藤栄一前掲論文,53-65頁o Art,oP.cii･,

pp.480-487.
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たモデルの構築が期待される｡

ⅠⅤ

以上の概観でも明 らかなように,｢オーガニゼ-シ

ョナル ･アプローチ｣は統合的なモデルを持つものと

いうよりは,幾つかの分析レベルを包摂したところに

現時点での特徴がある｡同アプローチは,現代が ｢行

政国家｣の時代であるということの反映であるとすれ

ば,まさにそれは一つの歴史的所産であるといえる｡

しかし ｢行政国家｣論そのものはすでに従来からなさ

れてきたものであり,最近になってようやく国際関係

論の領域で ｢行政国家｣論的なものに関心が持たれ姶

めたという事実は,国際関係論の後進性を表わすエピ

ソードの-つにすぎないともいえるであろう｡

このような研究史上の位置づけとは別に,同アプロ

ーチには今後とも修正,補完するべき点はきわめて多

い｡国際環境要因をどのように組み込むか,｢サイコロ

ジカル ･アプローチ｣との有機的関連をどのように位

置づけるか,行政学,組織管理論といった隣接諸科学

との学際的な研究戦略の接点をどこに見つけるか,と

いった問題はきわめて緊急を要する課題といわなけれ

ばならないo また,｢オーガニゼーショナル ･アプロ

ーチ｣を国家間の相互作用のレベルでとらえる際には,

文化 ･社会的要因,政治体制的要因等をも考慮したモ

デルが必要となることも明らかである｡このように,

｢オーガニゼ-ショナル ･アプローチ｣ には,すでに

なし得たこと以上に,今後なすべきことがはるかに多

いといわなければならない｡

かつて我々は行動科学に研究発展の源泉を求 めた

が,いまや政治学は ｢行動科学以後｣の時代に入った

ともいわれている｡そこには,もはや,単なるモデル

の為のモデルといった安易な姿勢が許される余地はな

い｡しかし同時に,実証的な研究を志向する以上,そ

の作業をより効果的に推進するためのモデルの意義は

決して見逃すことはできない33)｡モデル構築自体に-

33)スタインブルーナ-の新モデルは,アリソンの提

起した三つのモデルにつぐ算四モデル的な意義を持

つものといえよう｡同モデルは ｢サイバネティック

ス｣の枠組を中心としたものであるが,今後は,ど

のような決定類型 (状況,争点等)にはどの種のモ

デルが最も高い説明力を持つかといった ｢モデル比

較論｣が望まれる｡参照, JohnD･Steinbruner,

TheCybcynelicTheoryofDecision,PrincetonUniv.

Press,1974.オーガニゼ-ショナル･アプローチと

の関連については特に pp.71-87を参照のこと｡
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定の歴史的,価値論的な制約があることを認識しつつ,

我々は ｢オーガニゼ-ショナル ･アプローチ｣のなか

34)オーガニゼ-ショナル ･アプローチについては現

在のところアメリカを取り扱った研究が多い｡最新

のものとしては拙稿(注20),W.Ⅰ.BacclmS,Foreign

PoliL;yandikeBuyeauL;YaiiL;Pyoccss.･TheSialc

DcPaylm eni'SCounlyyDわ.eciorSystem,Princeton

に,新たな研究発展の契機の一つを期待し得るのでは

ないだろうか｡ 34)

Univ.Press,1974.などがある.また,E]本のもの

については,国内政治についてではあるが以下の論

文が興味深いであろう｡河中二講 ｢日本における政

策決定の政治過程｣渓内謙他編 『現代行政と官僚制

(下)』東京大学出版会,1974年,3-46貢｡

(同志社大学アメリカ研究所専任研究員)




